
 

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2017年８月８日

【四半期会計期間】 第106期第１四半期(自 2017年４月１日 至 2017年６月30日)

【会社名】 株式会社マキタ

【英訳名】 Makita Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　後 藤　宗 利

【本店の所在の場所】 愛知県安城市住吉町三丁目11番８号

【電話番号】 (0566) 98－1711

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員管理本部長　　大 津　行 弘

【最寄りの連絡場所】 愛知県安城市住吉町三丁目11番８号

【電話番号】 (0566) 97－1717

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員管理本部長　　大 津　行 弘

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)
 

 

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

 1/32



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第105期
第１四半期
連結累計期間

第106期
第１四半期
連結累計期間

第105期

会計期間
自 2016年４月１日
至 2016年６月30日

自 2017年４月１日
至 2017年６月30日

自 2016年４月１日
至 2017年３月31日

売上高 (百万円) 101,276 113,064 414,999

税金等調整前四半期
(当期)　純利益

(百万円) 18,541 18,989 64,738

当社株主に帰属する
四半期 (当期) 純利益

(百万円) 13,225 13,336 44,782

四半期包括利益（△損失）

又は包括利益（△損失）
(百万円) △26,502 22,156 36,250

株主資本 (百万円) 442,287 512,849 502,170

総資産額 (百万円) 513,191 604,635 597,249

基本的１株当たり当社
株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(円) 48.7 49.1 165.0

希薄化後１株当たり当
社株主に帰属する四半
期(当期)純利益

(円) 48.7 49.1 165.0

株主資本比率 (％) 86.2 84.8 84.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,810 3,048 63,351

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 11,630 △3,677 △5,015

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,103 △9,969 △9,495

現金及び現金同等物の
四半期末 (期末) 残高

(百万円) 105,606 133,175 142,181
 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当社は、米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しております。

３ 「株主資本」は「当社株主の資本合計」を表示しております。

　　　　４ 当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。第105期の期首

          に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）

　　　　　 純利益」及び「希薄化後1株当たり当社株主に帰属する四半期（当期）純利益」を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）における、当社グループにおいて営まれ

ている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(１)経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における経済情勢を見ますと、国際的な政治情勢および政策面において先行きの不透明

な状況が続いたものの、先進国では雇用・所得環境が着実に改善し、景気は回復基調となりました。新興国において

も、堅調な内需や先進国向け輸出の増加などを背景に、景気は総じて底堅く推移しました。

　当第1四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、国内外で売上が堅調に推移したことから、売上高は前年同

期比11.6％増の113,064百万円となりました。利益面においては、為替の影響などにより原価率が悪化したものの、売

上が増加したことにより、営業利益は前年同期比1.1％増の18,248百万円（営業利益率16.1％）となりました。税金等

調整前四半期純利益は前年同期比2.4％増の18,989百万円（税金等調整前四半期純利益率16.8％）、当社株主に帰属す

る四半期純利益は同0.8％増の13,336百万円（当社株主に帰属する四半期純利益率11.8％）となりました。

 

地域別の売上高については、次のとおりです。

　国内は、電動工具・園芸工具ともに、リチウムイオンバッテリ製品を中心に販売が堅調に推移し、前年同期比14.9%

増の19,516百万円となりました。

　欧州は、英国・ドイツを中心に概ね全域で売上が増加し、前年同期比11.7％増の48,340百万円となりました。

　北米は、競争環境の厳しさが増すなか、ホームセンター向けの売上を伸ばし、前年同期比5.7％増の16,942百万円と

なりました。

　アジアは、中国における販売が回復基調となったことなどから、前年同期比17.0％増の10,889百万円となりまし

た。

その他地域では、停滞していたブラジル経済に底入れの兆しが見られる中南米及びリチウムイオンバッテリ製品の

販売が好調だったオセアニアでは、それぞれ前年同期比25.3％増の6,464百万円、同22.5％増の7,311百万円となった

一方、低調な原油価格と政情不安が続く中近東・アフリカでは、前年同期比21.0％減の3,602百万円となりました。
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(２)地域別セグメントの業績

セグメント情報は当社および連結子会社の所在地に基づき決定されます。

 

日本セグメント

当第１四半期連結累計期間の日本セグメントの売上高は、グループ間取引の商流変更などにより、前年同期比80.7%

増の72,725百万円となりました。このうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比12.0％増の25,379百万円（連結

売上高の22.4％）となりました。

　当第１四半期連結累計期間の日本セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比134.2％増の8,620百

万円となりました。

 

欧州セグメント

当第１四半期連結累計期間の欧州セグメントの売上高は、前年同期比11.9％増の49,591百万円となりました。この

うち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比11.8％増の48,425百万円（連結売上高の42.8％）となりました。

　当第１四半期連結累計期間の欧州セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比9.9％増の4,125百万

円となりました。

 

北米セグメント

当第１四半期連結累計期間の北米セグメントの売上高は、前年同期比8.2％増の18,604百万円となりました。このう

ち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比6.1％増の17,450百万円（連結売上高の15.4％）となりました。

　当第１四半期連結累計期間の北米セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比26.0％増の621百万円

となりました。

 

アジアセグメント

当第１四半期連結累計期間のアジアセグメントの売上高は、前年同期比18.1％増の54,908百万円となりました。こ

のうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比11.0％増の6,235百万円（連結売上高の5.5％）となりました。

　当第１四半期連結累計期間のアジアセグメントの営業利益は、原価率の悪化などにより前年同期比14.5％減の5,331

百万円となりました。

 

その他の地域セグメント

当第１四半期連結累計期間のその他の地域セグメントの売上高は、前年同期比17.8％増の15,645百万円となりまし

た。このうち、外部顧客に対する売上高は、前年同期比17.5％増の15,575百万円（連結売上高の13.8％）となりまし

た。

　当第１四半期連結累計期間のその他の地域セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比62.4％増の

1,010百万円となりました。
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(３)財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ7,386百万円増加し、604,635百万円となりまし

た。主な要因は、棚卸資産の増加によるものです。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ3,649百万円減少し、87,789百万円となりました。主な要因は、繰延税金負債

の減少によるものです。

　資本合計は、前連結会計年度末に比べ11,035百万円増加し、516,846百万円となりました。主な要因は、その他の包

括利益（△損失）累計額に含まれる為替換算調整勘定の変動によるものです。

 

(４)キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果得られた資金は、棚卸資産の増加が前年同期より大きかったことなどにより前年同期に比べ6,762百

万円減少し、3,048百万円となりました。

　投資活動の結果使用した資金は、売却可能有価証券の売却の減少などにより前年同期の投資活動の結果得られた資

金11,630百万円から15,307百万円減少し、3,677百万円となりました。

　財務活動の結果使用した資金は、当初の返済期限が3ヶ月以内の借入金による調達の減少などにより前年同期に比べ

1,866百万円増加し、9,969百万円となりました。

　上記活動の結果および為替レートの変動による影響により、当第１四半期連結会計期間末の当社グループの現金及

び現金同等物は、前連結会計年度末の142,181百万円から9,006百万円減少して133,175百万円となりました。

 

(５)事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について、重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

 

(６)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は前年同期比11.7％増の2,721百万円となりました。なお、当第１四

半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(１) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 992,000,000

計 992,000,000
 

　（注）当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これに伴い、発行可能株

式総数は496,000,000株増加し、992,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2017年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2017年８月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 280,017,520 280,017,520

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株です。

計 280,017,520 280,017,520 ― ―
 

　（注）当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これに伴い、発行済株式

総数は140,008,760株増加し、280,017,520株となっております。

(２) 【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

 

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。

 

(４) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

 

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2017年４月１日（注） 140,008,760 280,017,520 ― 24,206 ― 47,525

 

　（注）当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。これに伴い、発行済株式

総数は140,008,760株増加し、280,017,520株となっております。

(６) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2017年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   2017年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
    普通株式  4,278,400

― ―

完全議決権株式(その他)     普通株式 135,628,700 1,356,287 ―

単元未満株式     普通株式    101,660 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数              140,008,760 ― ―

総株主の議決権 ― 1,356,287 ―
 

(注) 1. 単元未満株式の欄の普通株式には当社所有の自己株式が74株含まれております。

　    

② 【自己株式等】

2017年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社マキタ

愛知県安城市住吉町
三丁目11番8号

4,278,400 ― 4,278,400 3.06

計 ― 4,278,400 ― 4,278,400 3.06
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第１四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）附則第４条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、様式及び作成

方法に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（2017年４月１日から2017

年６月30日まで）および当第１四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(１) 【四半期連結貸借対照表】

 

  
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)        

Ⅰ　流動資産        

　１　現金及び現金同等物 ※11  142,181   133,175  

　２　定期預金 ※11  34,329   34,751  

　３　短期投資
※７,
９,11

 23,441   23,502  

　４　受取手形及び売掛金 ※11       

　　　　受取手形  1,199   1,151   

　　　　売掛金  67,086   70,493   

　　　　貸倒引当金  △1,137 67,148  △1,176 70,468  

　５　棚卸資産 ※４  167,398   178,625  

　６　繰延税金資産   4,723   -  

　７　その他の流動資産
※９,
10,11

 13,349   13,969  

　　　流動資産合計   452,569 75.8  454,490 75.2

Ⅱ　有形固定資産        

　１　土地   22,358   22,671  

　２　建物及び構築物   94,927   98,235  

　３　機械装置及び備品   91,493   94,387  

　４　建設仮勘定   5,531   4,891  

   214,309   220,184  

　５　減価償却累計額   △119,802   △122,688  

　　　有形固定資産合計   94,507 15.8  97,496 16.1

Ⅲ　投資その他の資産        

　１　投資
※７,
９,11

 34,004   33,360  

　２　のれん   721   721  

　３　その他の無形固定資産
　　　　　 　　　 　(純額)

  3,641   3,634  

　４　繰延税金資産   650   3,671  

　５　その他の資産 ※11  11,157   11,263  

　　　投資その他の資産合計   50,173 8.4  52,649 8.7

　　　資産合計   597,249 100.0  604,635 100.0
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前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)        

Ⅰ　流動負債        

　１　短期借入金 ※11  6,579   7,390  

　２　支払手形及び買掛金 ※11  26,347   26,712  

　３　未払金 ※11  7,122   7,713  

　４　未払費用
※８,
11

 10,537   9,791  

　５　未払給与及び賞与   9,431   7,733  

　６　未払法人税等   6,944   4,666  

　７　繰延税金負債   3,134   -  

　８　その他の流動負債
※８,
９,10,
11

 8,178   10,003  

　　　流動負債合計  
 
 

78,272 13.1
 
 

74,008 12.2

Ⅱ　固定負債        

　１　退職給付引当金   3,161   3,330  

　２　繰延税金負債   8,313   8,829  

　３　その他の負債 ※11  1,692   1,622  

　　　固定負債合計   13,166 2.2  13,781 2.3

　　　負債合計   91,438 15.3  87,789 14.5

(資本の部) ※５       

Ⅰ　当社株主の資本        

　１　資本金   23,805   23,805  

　２　資本剰余金   45,501   45,513  

　３　利益剰余金        

　   　利益準備金   5,669   5,669  

　   　その他の利益剰余金   456,546   458,752  

　４　その他の包括利益
　　（△損失）累計額

※６,
 ７

 △17,728   △9,264  

　５　自己株式   △11,623   △11,626  

　　 当社株主の資本合計   502,170 84.1  512,849 84.8

Ⅱ　非支配持分   3,641 0.6  3,997 0.7

　　　資本合計   505,811 84.7  516,846 85.5

　　　負債及び資本合計   597,249 100.0  604,635 100.0
 

 

  
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2017年６月30日)

発行可能株式数  992,000,000株 992,000,000株

発行済株式数  280,017,520株 280,017,520株

発行済株式数
（自己株式除く）

 271,460,572株 271,460,035株

自己株式数  8,556,948株 8,557,485株
 

(注）当社は、2017年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当

該株式分割が行われたものと仮定して算定しております。
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(２) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 

  
前第１四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
  至　2016年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
 至 2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高   101,276 100.0  113,064 100.0

Ⅱ　売上原価   61,872 61.1  72,246 63.9

　　売上総利益   39,404 38.9  40,818 36.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 ※８  21,348 21.1  22,570 20.0

　　営業利益   18,056 17.8  18,248 16.1

Ⅳ　営業外損益        

　１　受取利息及び配当金  651   883   

　２　支払利息  △22   △7   

　３　為替差損益(純額) ※10 △149   △249   

　４　有価証券実現損益(純額) ※７ 5   121   

　５　有価証券評価損 ※７ - 485 0.5 △7 741 0.7

　　税金等調整前四半期
　　純利益

  18,541 18.3  18,989 16.8

Ⅴ　法人税等 ※２       

　１　当期税額  4,304   6,274   

　２　期間配分調整額  931 5,235 5.2 △763 5,511 4.9

　　四半期純利益   13,306 13.1  13,478 11.9

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　四半期純利益

  81 0.0  142 0.1

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

  13,225 13.1  13,336 11.8

        

１株当たり情報  
前第１四半期連結累計期間
(自 2016年４月１日
 至 2016年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
 至 2017年６月30日)

　普通株式１株当たり―   
  

 
  

　　基本的当社株主に帰属する
　　四半期純利益

※13
 

48.7 円
 

49.1 円

　　希薄化後当社株主に帰属
　　する四半期純利益

※13
 

48.7 円
 

49.1 円

　　配当金 ※５  83.0 円  82.0 円
 

（注）当社は、2017年4月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。前第１四半期連結累計期間の

期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」及び「希薄化後

1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」を算定しております。なお、「1株当たり配当金当期支払額」は株式分割

前の株式数を基準として算定しております。
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
 至 2016年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
 至 2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　四半期純利益    13,306   13,478

Ⅱ　その他の包括利益 (△損失)
　　-（税効果調整後）

※６       

　　１ 為替換算調整額   △37,865   9,143  

   ２ 未実現有価証券評価損益   △2,066   △451  

   ３ 年金債務修正額   123 △39,808  △14 8,678

　　四半期包括利益（△損失）    △26,502   22,156

Ⅲ　非支配持分に帰属する
   四半期包括利益（△損失）

   △294   356

　　当社株主に帰属する
　　四半期包括利益（△損失）

   △26,208   21,800
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(３) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

  
前第１四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
至　2016年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
至　2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー      

  １　四半期純利益   13,306  13,478

  ２　営業活動による純増への調整      

　　　　減価償却費   2,208  2,324

　　　　法人税等期間配分調整額   931  △763

　　　　有価証券実現損益（純額） ※７  △5  △121

　　　　有価証券評価損 ※７  -  7

　　　　固定資産売除却損益（純額）   17  26

　　　　資産・負債の変動      

　　　　　受取手形及び売掛金   470  △1,586

　　　　　棚卸資産   △375  △5,871

　　　　　支払債務及び未払費用   △2,195  △1,477

　　　　　未払法人税等   △374  △2,679

　　　　　退職給付引当金及び前払年金費用   △158  △148

　　　　その他（純額）   △4,015  △142

　　営業活動による純増   9,810  3,048

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー      

  １　資本的支出   △1,853  △3,707

  ２　売却可能有価証券の購入   △5,339  △441

  ３ 売却可能有価証券の売却 ※７  22,791  911

　 ４　満期保有有価証券の購入   △2,101  △300

　 ５　満期保有有価証券の償還 ※７  2,000  -

  ６　固定資産の売却   71  24

  ７　定期預金の預入   △12,800  △7,910

 　８　定期預金の解約   8,797  7,712

  ９ その他（純額）   64  34

　　投資活動による純増（△純減）   11,630  △3,677

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー      

  １　当初の返済期限が３ヶ月以内の借入金
      の増減（純額）

  2,374  378

  ２　自己株式の取得及び売却（純額）   △4  △2

  ３　配当金 ※５  △11,266  △11,130

  ４　その他（純額）   793  785

　　財務活動による純減   △8,103  △9,969

Ⅳ　為替レートの変動に伴う影響額   △7,646  1,592

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加（△減少）   5,691  △9,006

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高   99,915  142,181

Ⅶ　現金及び現金同等物四半期末残高   105,606  133,175
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前第１四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
 至　2016年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
 至　2017年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

補足情報      

　支払額      

　　　　支払利息   26  23

　　　　法人税等   4,678  8,953
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四半期連結財務諸表に関する注記事項

 

１　会計処理の基準

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定に

より米国預託証券（ADR）の発行に関して要請されている、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書等米国における一

般に公正妥当と認められる会計の基準、用語、様式及び作成方法に基づいて作成されております。

　当社は、1977年に米国預託証券（ADR）を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し、米国証券取引委員会

（SEC）に登録しました。それ以降、当社は米国1934年証券取引所法第13条の規定に基づき継続的に米国式連結財務諸表

の作成および提出を行っておりましたが、2013年４月に米国ナスダックへの上場を廃止し、同年７月にSECへの登録を廃

止しております。

　わが国における会計処理基準との主要な相違点は、次のとおりです。

 

(１) 新株発行費

新株発行費は、税効果調整後、資本剰余金より控除しております。

(２) 退職給付引当金

退職給付引当金は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 715「従業員報酬－退職給付」に準拠して計上し

ております。

　同基準編纂書の適用により、予測給付債務または制度資産の予測と実際の結果との差額および前提条件の変更に

よる差額は、損失（利益）として将来の連結財務諸表に反映されます。未認識純損失（利益）は期首時点における

予測給付債務か制度資産の公正価値のいずれか大きい方の額の10％を超える部分について、制度加入者である従業

員の平均残存勤続年数にわたって償却し、年金費用に含めております。

(３) のれんおよびその他の無形固定資産

のれんおよびその他の無形固定資産（純額）の会計処理は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 350「無

形資産－のれん及びその他」に準拠しております。のれんおよび耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせ

ず、原則として、最低年１回および減損の可能性を示す事象が発生した時点で減損のテストを行っております。

(４) 繰延税金

連結貸借対照表上における繰延税金の区分について、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 740「法人税」

に準拠して繰延税金資産および繰延税金負債を貸借対照表において非流動項目として表示しております。
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２　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(１) 税金費用の計算

連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて税金費用を計算しております。

 

３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

　(１) 連結の範囲の変更

該当事項はありません。

　(２) 持分法の適用範囲の変更

該当事項はありません。

　(３) 会計方針の変更

2015年7月、米国財務会計基準審議会は、基準編纂書アップデート第2015-11号「会計基準編纂書330（棚卸資産の

測定の簡素化）」を公表しました。このアップデートは、後入先出法および売価還元法に基づき評価される棚卸資

産以外の棚卸資産に適用され、棚卸資産を原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で測定することを要求して

います。当社は2017年4月1日より当該基準を適用しております。なお、当該基準の適用は当社の連結財務諸表に重

要な影響を及ぼすものではありません。

　2015年11月、米国財務会計基準審議会は、基準編纂書アップデート第2015-17号「会計基準編纂書740（繰延税金

の貸借対照表上の分類）」を公表しました。このアップデートは、連結貸借対照表において全ての繰延税金資産及

び負債を非流動項目として分類することを要求しています。当社は2017年４月１日より当該基準を適用しておりま

す。なお、当該基準の適用にあたり、過去の連結財務諸表等を遡及的に調整しておりません。

　(４) 勘定科目の組替再表示

該当事項はありません。

 

４　棚卸資産

2017年３月31日および2017年６月30日現在における棚卸資産の内訳は、以下のとおりです。

 

 
前連結会計年度末

（2017年３月31日）  
当第１四半期連結会計期間末

（2017年６月30日）

製品・商品 144,143百万円  153,498百万円

仕掛品 2,431  2,645

原材料・貯蔵品 20,824  22,482

合計 167,398  178,625
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５　資本勘定

2017年６月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、2017年３月31日の最終の株主名簿に記載または記録された株主

または登録株式質権者に対し配当金11,130百万円（1株当たり82円）を支払いました。

 

連結資本勘定計算書

前第１四半期連結累計期間

　　　　　　　　　　　　　　（自　2016年４月１日　至　2016年６月30日）　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
 累計額

自己株式

前期首残高 23,805 45,456 5,669 425,473 △9,049 △11,602 3,618 483,370

自己株式の取得及び処分
（純額）

     △3  △3

配当金    △11,266    △11,266

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    13,225   81 13,306

　その他の包括利益
　（△損失）

    △39,433  △375 △39,808

その他の増減    12      12

前第１四半期末残高 23,805 45,468 5,669 427,432 △48,482 △11,605 3,324 445,611
 

 
当第１四半期連結累計期間

　　　　　　　　　　　　　　（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）　　　　　（単位：百万円）

 当社株主の資本

非支配
持分

合計

 

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
 累計額

自己株式

当期首残高 23,805 45,501 5,669 456,546 △17,728 △11,623 3,641 505,811

自己株式の取得及び処分
（純額）

     △3  △3

配当金    △11,130    △11,130

包括利益（△損失）         

　四半期純利益    13,336   142 13,478

　その他の包括利益
　（△損失）

    8,464  214 8,678

その他の増減  12      12

当第１四半期末残高 23,805 45,513 5,669 458,752 △9,264 △11,626 3,997 516,846
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６　その他の包括利益（△損失）

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額の変動は次

のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間

(自 2016年４月１日　至 2016年６月30日)

 
為替換算

調整勘定
 
未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

前期首残高 △8,959  6,516  △6,606  △9,049

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
△37,865  △2,066  78  △39,853

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  -  45  45

その他の包括利益（△損失） △37,865  △2,066  123  △39,808

　控除：非支配持分帰属損益 △375  -  -  △375

前第１四半期末残高 △46,449  4,450  △6,483  △48,482
 

 

 
当第１四半期連結累計期間

(自 2017年４月１日　至 2017年６月30日)

 
為替換算

調整勘定
 
未実現有価証券

評価勘定
 

年金債務

修正勘定
 合計

 （百万円）  （百万円）  （百万円）  （百万円）

当期首残高 △28,572  17,258  △6,414  △17,728

　組替前その他の包括利益

　（△損失）
9,143  △374  △45  8,724

　その他の包括利益（△損失）

　累計額からの組替金額
-  △77  31  △46

その他の包括利益（△損失） 9,143  △451  △14  8,678

　控除：非支配持分帰属損益 214  -  -  214

当第１四半期末残高 △19,643  16,807  △6,428  △9,264
 

 

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間における非支配持分を含むその他の包括利益（△損失）

に含まれる税効果調整額は次のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間

 （自　2016年４月１日　至　2016年６月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： △38,715  850  △37,865

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現損失当期発生額 △2,995  929  △2,066

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
-  -  -

　未実現純損失 △2,995  929  △2,066

年金債務修正勘定：      
　未実現利益当期発生額 78  -  78

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
58
 

△13  45

　未実現純利益 136  △13  123

その他の包括利益（△損失） △41,574  1,766  △39,808
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当第１四半期連結累計期間

 （自　2017年４月１日　至　2017年６月30日)

 
税効果調整前

（百万円）

 税額

（百万円）
 

税効果調整後

（百万円）

為替換算調整勘定： 9,239  △96  9,143

未実現有価証券評価勘定：      
　未実現損失当期発生額 △540  166  △374

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現益の組替調整
△113  36  △77

　未実現純損失 △653  202  △451

年金債務修正勘定：      
　未実現損失当期発生額 △45  -  △45

　控除：純利益に含まれる

　　　　実現損の組替調整
38
 

△7  31

　未実現純損失 △7  △7  △14

その他の包括利益（△損失） 8,579  99  8,678
 

 

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間におけるその他の包括利益（△損失）累計額から組替え

られた金額は次のとおりです。

 その他の包括利益（△損失）累計額からの組替金額

 前第１四半期

連結累計期間

　 当第１四半期

連結累計期間
　

連結損益計算書に

影響する項目
(自 2016年４月１日

 至 2016年６月30日)
 (自 2017年４月１日

 至 2017年６月30日)

 （百万円）  （百万円）  
未実現有価証券評価勘定 　    　
　売却による損益 -  121  有価証券実現損益（純額）

　時価の下落による損失 -  △8  有価証券評価損

 -  113  税金等調整前四半期純利益

 -  △36  法人税等

 -  77  四半期純利益

年金債務修正勘定      

　過去勤務費用償却額 101  97  ※

　数理計算上の差異償却額 △159  △135  ※

 △58  △38  税金等調整前四半期純利益

 13  7  法人税等

 △45  △31  四半期純利益

組替金額合計 △45  46   
 

 

※　年金費用に含めております。詳細については、2017年３月期の有価証券報告書に含まれる連結財務諸表の注記

８「退職給付引当金」をご参照ください。
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７　短期投資及び投資

2017年３月31日および2017年６月30日現在の短期投資および投資は、売却可能有価証券、満期保有有価証券および市

場性のない持分証券（原価法）です。

 

2017年３月31日および2017年６月30日現在の主な有価証券の種類別の原価額、未実現利益、未実現損失、公正価値お

よび帳簿価額は、以下のとおりです。

 

  
前連結会計年度末

（2017年３月31日）

短期投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 投資信託 2,806百万円 538百万円 14百万円 3,330百万円 3,330百万円

 MMFおよびFFF等 11,248  -  -  11,248  11,248

 市場性のある株式 1,439  3,324  -  4,763  4,763

 計 15,493  3,862  14  19,341  19,341

満期保有有価証券          
 社債 4,100  -  3  4,097  4,100

 計 4,100  -  3  4,097  4,100

合計 19,593  3,862  17  23,438  23,441

           
投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 市場性のある株式 10,488  22,934  -  33,422  33,422

 計 10,488  22,934  -  33,422  33,422

満期保有有価証券          
 社債 200  11  -  211  200

 計 200  11  -  211  200

合計 10,688  22,945  -  33,633  33,622

           
 

上記の投資のほかに市場性のない持分証券（原価法）が短期投資０百万円、投資382百万円あります。

 

 

  
当第１四半期連結会計期間末

(2017年6月30日)

短期投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 投資信託 3,039百万円  465百万円  14百万円  3,490百万円  3,490百万円

 MMFおよびFFF等 10,780  -  -  10,780  10,780

 市場性のある株式 1,439  3,388  -  4,827  4,827

 計 15,258  3,853  14  19,097  19,097

満期保有有価証券          
 社債 4,400  0  3  4,397  4,400

 計 4,400  0  3  4,397  4,400

合計 19,658  3,853  17  23,494  23,497

           
投資： 原価額  未実現利益  未実現損失  公正価値  帳簿価額

売却可能有価証券          
 市場性のある株式 10,488  22,290  -  32,778  32,778

 計 10,488  22,290  -  32,778  32,778

満期保有有価証券          
 社債 200  10  -  210  200

 計 200  10  -  210  200

合計 10,688  22,300  -  32,988  32,978

           
 

　上記の投資のほかに市場性のない持分証券（原価法）が短期投資５百万円、投資382百万円あります。

投資信託は信託銀行に預託された資金で、他の投資家の投資資金とともに合同運用され、信託銀行のファンドマネー

ジャーが管理しております。2017年３月31日および2017年６月30日現在で、各投資信託は主に市場性のある株式と利付

債券で運用されております。市場性のない有価証券は、原価法で計上されており、2017年３月31日および2017年６月30

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

20/32



日現在において、それぞれ382百万円および387百万円となります。前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結

累計期間において、当該市場性のない有価証券の公正価値の変動に重要な影響を及ぼす可能性のある事象は把握してお

りません。

 

2017年３月31日および2017年６月30日現在において、未実現損失が継続的に発生している期間別の売却可能有価証券

の原価および公正価値は以下のとおりです。なお、未実現損失が継続的に生じている投資信託、市場性のある株式につ

いて、下落率、下落期間およびその他の関連する要因を勘案した結果、一時的でない減損は発生していないと判断して

おります。

  
前連結会計年度末

(2017年３月31日)

 12ヶ月未満  12ヶ月以上

 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

短期投資：        
 投資信託 1,424百万円 14百万円 -百万円 -百万円

 　　計 1,424  14  -  -
 

 

  
当第１四半期連結会計期間末

(2017年６月30日)

 12ヶ月未満  12ヶ月以上

 公正価値  未実現損失  公正価値  未実現損失

短期投資：        
 投資信託 827百万円 14百万円 -百万円 -百万円

 　　計 827  14  -  -
 

 

　2017年３月31日および2017年６月30日現在において、未実現損失が生じている満期保有有価証券の原価および公正価

値に重要性はありません。満期保有有価証券は高格付であり、当社グループには満期まで保有する十分な意思および能

力があるため、損失が実現しないと判断しております。

 

2017年６月30日現在における有価証券の償還日までの期間による分類は、連結貸借対照表の分類とは別に、以下のと

おりです。

原価 売却可能有価証券  満期保有有価証券  合計

１年以内 -百万円  4,400百万円  4,400百万円

１年超５年以内 -  200  200

５年超10年以内 -  -  -

10年超 -  -  -

合計 -  4,600  4,600
 

 

公正価値 売却可能有価証券  満期保有有価証券  合計

１年以内 -百万円  4,397百万円  4,397百万円

１年超５年以内 -  210  210

５年超10年以内 -  -  -

10年超 -  -  -

合計 -  4,607  4,607
 

 

短期投資および投資の実現益は、前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間において、それぞれ５

百万円および121百万円となりました。短期投資および投資の実現損は、前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連

結累計期間においてありません。売却された有価証券の原価は、移動平均法に基づき算定されております。

短期投資および投資における減損損失は、前第１四半期連結累計期間はありませんが、当第１四半期連結累計期間に

おいては７百万円となりました。
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　実現益（△損）に振替えられたその他の包括利益（△損失）は、前第１四半期連結累計期間はありませんが、当第１

四半期連結累計期間においては113百万円となりました。その他の包括利益（△損失）に計上された未実現利益（△損

失）は、それぞれ△2,995百万円および△540百万円となります。

 

売却可能有価証券の売却による回収金額は、前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間において、

それぞれ22,791百万円および911百万円となりました。

　満期保有有価証券の償還による回収金額は、前第１四半期連結累計期間において2,000百万円となりましたが、当第１

四半期連結累計期間においてありません。
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８　契約債務及び偶発債務

当社は、従業員による外部金融機関からの借入れに対し保証をしております。従業員の教育ローンの保証に対する偶

発債務は、2017年６月30日現在２百万円です。当社は、当該従業員の債務不履行時にローン契約を履行する義務があり

ます。2017年６月30日現在において、これらの債務保証に関する偶発債務の公正価値に重要性はありません。

当社グループは、ある一定期間において、当社の製品およびサービスに対する保証を行っております。見積りは主と

して過去の実績額に基づいております。前連結会計年度および当第１四半期連結累計期間における製品保証引当金の変

動は以下のとおりです。

 
 前連結会計年度

（自　2016年４月１日

  至　2017年３月31日)  

当第１四半期連結累計期間

 （自　2017年４月１日

   至　2017年６月30日)

期首残高 2,972百万円  3,163百万円

当期増加額 2,292  1,034

当期減少額（目的使用） △2,036  △1,014

為替換算調整額 △65  70

期末残高 3,163  3,253
 

 

環境改善に関する費用については、債務発生の可能性が確からしく、かつ金額を合理的に見積ることが出来る場合に

引当金が計上されます。

2014年３月期において沼津事業所閉鎖に伴う地歴調査を行ったところ、一部の区画において土壌汚染対策法で定める

基準値を超えている可能性があることが判明しました。そのため、汚染土壌の掘削、搬出、良質土の埋め戻しなど土地

改良工事を行い、2015年12月末に完了しました。今後も法令の定めに従い適切な措置を実施していきます。前連結会計

年度および当第１四半期連結累計期間における環境改善に関する引当金の変動は以下のとおりです。

 
 前連結会計年度

（自　2016年４月１日

  至　2017年３月31日)  

当第１四半期連結累計期間

 （自　2017年４月１日

   至　2017年６月30日)

期首残高 560百万円  560百万円      

当期増加額 -  -

当期減少額（目的使用） -  -

その他 -  -

期末残高 560  560
 

 

９　公正価値の測定

米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書820「公正価値の測定および開示」は、公正価値の測定に使用される評価

技法に用いるインプットの信頼性に応じた公正価値ヒエラルキーを確立しております。ヒエラルキーは、最優先順位

である同一資産・負債の活発な市場における調整不要な公表価格(レベル１インプットによる測定)および最も優先順

位が低い観察不能なインプット価格(レベル３インプットによる測定)を定義しております。

 

公正価値ヒエラルキーは、以下の３つのレベルから構成されております。

 

レベル１－測定日において直接入手可能な同一資産・負債の活発な市場における公表価格のインプット

　レベル２－レベル１の公表価格を除く、直接的・間接的に観察可能な資産・負債のインプット

　レベル３－観察不能な資産・負債のインプット

 

これらのインプットに基づき測定された資産・負債の公正価値のヒエラルキーは、重要なインプットのうち最も低

いレベルのインプットに基づき分類されます。

 

継続的に公正価値によって評価する資産・負債

2017年３月31日および2017年６月30日現在における当社グループが保有する継続的に公正価値によって評価する資

産・負債は以下のとおりです。
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前連結会計年度末

（2017年３月31日）

 合計  レベル１  レベル２  レベル３

資産:            
短期投資：            
    投資信託 2,938百万円  2,938百万円  -百万円  -百万円

   MMFおよびFFF等 11,248  -  11,248  - 
   市場性のある株式 4,763  4,763  -  - 
   純資産価値で

　　測定された投資
392  -  -  - 

金融派生商品 274  -  274  - 
投資：            
  市場性のある株式 33,422  33,422   -   - 
            
負債：            
金融派生商品 △269  -  △269   - 

 

 

 
当第１四半期連結会計期間末

(2017年６月30日)

 合計  レベル1  レベル2  レベル3

資産:            
短期投資：            
    投資信託 3,148百万円  3,148百万円  -百万円  -百万円

   MMFおよびFFF等 10,780  -  10,780  - 
   市場性のある株式 4,827  4,827  -  - 
   純資産価値で

　　測定された投資
342  -  -  - 

金融派生商品 0  -  0  - 
投資：            
  市場性のある株式 32,778  32,778   -   - 
            
負債：            
金融派生商品 △756  -  △756   - 

 

　（注）実務上の簡便法を用いて純資産価値（またはそれに準ずるもの）で公正価値を測定する特定の資産は、

　　 公正価値ヒエラルキー分類していません。

 
レベル１の短期投資と投資は主に市場性のある株式です。株式は十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場に

おける調整不要な市場価格に基づいて見積っております。

　レベル２のMMF(マネー・マネジメント・ファンド)およびFFF(フリー・ファイナンシャル・ファンド)等は、国内

外の公社債およびコマーシャルペーパーを中心に投資する安定した収益確保を目指した商品であります。金融派生

商品は、為替予約および通貨スワップからなります。これらの公正価値は、為替レートや金利、ボラティリティな

どの市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。

純資産価値で評価する資産は、主に外国債券型投資信託で運用機関により計算された純資産価値で評価していま

す。

 

非継続的に公正価値によって評価する資産・負債

2017年3月31日および2017年6月30日において、非継続的に公正価値によって評価した資産・負債はありません。

 
10　金融派生商品とヘッジ活動

リスク管理方針

当社グループは、外国為替および利率の変動といった市場リスクに直面しております。当社グループは、こうしたリ

スクを軽減するため、先物為替予約および通貨スワップを活用しております。当社グループは、トレーディング目的、

投機目的で金融派生商品を活用しておりません。
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当社グループは、取引相手方の契約不履行による信用損失を受ける可能性がありますが、契約は多くの国際的に認知

された信用度が高いと考えられている金融機関に分散されているため、取引相手方の契約不履行は無いものと考えてお

ります。

 

外国為替リスク管理

当社グループは、国際的に取引を実施しており、外国為替の変動による市場リスクに直面しているため、外貨為替の

リスクをヘッジする目的で先物為替予約および通貨スワップを利用しております。

これらの金融派生商品は主に関係会社間の営業活動、財務活動により発生する為替リスクに対して使用しておりま

す。

　2017年３月31日および2017年６月30日現在における金融派生商品の公正価値は以下のとおりです。

 

ヘッジ手段として指定されていないデリバティブ商品
 

 勘定科目  

前連結会計年度末

(2017年３月31日)
 

当第１四半期連結会計期間末

(2017年６月30日)

資産：         
　先物為替予約  その他の流動資産  274百万円  0百万円
負債：         
　先物為替予約

 

その他の流動負債
 

△269  
 

△756  
 

 

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間の損益に計上されたデリバティブ損益の金額は以下のと

おりです。

 
ヘッジ手段として指定されていないデリバティブ商品     

     デリバティブ損益の金額

  勘定科目

 

前第１四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日

 至　2016年６月30日)
 

当第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日

 至　2017年６月30日)

先物為替予約  為替差損益（純額）  322百万円  △761百万円

通貨スワップ  為替差損益（純額）  △163  - 
 

 

2017年３月31日および2017年６月30日現在における、上記のデリバティブ資産およびデリバティブ負債に係る想定元

本残高のデリバティブ商品毎の内訳および通貨毎に区分した内訳は、以下のとおりです。

 
想定元本残高の

デリバティブ商品毎の内訳

前連結会計年度末

(2017年３月31日)  

当第１四半期連結会計期間末

(2017年６月30日)

先物為替予約 18,825百万円  29,729百万円

合計 18,825   29,729  

      
想定元本残高の

通貨毎の内訳

前連結会計年度末

(2017年３月31日)  

当第１四半期連結会計期間末

(2017年６月30日)

米ドル 7,475百万円  19,740百万円

ユーロ 7,990   8,504  

その他 3,360   1,485  

合計 18,825   29,729  

      
 

金利リスク管理

当社グループは、当社を通して財務活動、投資活動を行っております。現在、当社グループは、グループ内金融を主

体に行っており、子会社の余剰資金を他の資金不足の子会社へ融資することにしているため、金利の変動リスクは軽微

です。
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11　金融商品の時価情報

公正価値の見積りには、実務上見積りが可能な金融商品に関して、以下の見積方法および重要な仮定が用いられてお

ります。

(１) 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金、未払金および未払費

　　　 用

満期日が短期または存在しないため、その帳簿価額をもって公正価値とみなしております。

(２) 長期定期預金

公正価値は、満期日までの残存期間に相当する定期預金の期末時の市場利子率により、将来のキャッシュ・フ

ローを割り引いて見積っております。

(３) 短期投資および投資

市場性のある有価証券の公正価値は、市場の相場に基づいて見積っております。市場性のない有価証券について

は、市場の相場が存在しないため合理的な公正価値の見積りは実務上困難であります。そのような市場性のない有

価証券は公正価値の測定から除かれておりますが、公正価値が著しく低下したとき、またはその兆候が現れた時

は、公正価値を測定します。市場性のない有価証券は、2017年３月31日および2017年６月30日現在において、短期

投資０百万円と投資382百万円および短期投資５百万円と投資382百万円あります。

(４) 長期債務

長期債務の公正価値は、借入ごとに将来のキャッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適用される

期末時点での借入金利を用いて割り引いて算定した現在価値に基づいて算定しております。

(５) 金融派生商品

ヘッジ目的の先物為替予約および通貨スワップから構成されるその他の金融派生商品の公正価値は、取引金融機

関から入手した相場に基づいて見積っております。

 

　2017年３月31日および2017年６月30日現在の金融商品の見積公正価値は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度末

(2017年３月31日)
 

当第１四半期

連結会計期間末

(2017年６月30日)

  

 帳簿価額  公正価値  帳簿価額  公正価値  
公正価値

ヒエラルキー

 (百万円)  (百万円)  (百万円)  (百万円)  レベル

短期投資(※) 23,441  23,438 23,497 23,494 １,２

投資(※) 33,622  33,633 32,978 32,988 １,２

長期定期預金 10  10 9 9 ２

長期債務(１年以内に返済予定の

長期債務を含む)
△33  △33 △30 △30 ２

先物為替予約：資産(※) 274  274 0 0 ２

先物為替予約：負債(※) △269  △269 △756 △756 ２
 

(※)　詳細につきましては、注記９をご参照ください。

 

公正価値の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報および当該金融商品に関する情報に基づいて

算定しております。これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点および当社の判断を含んでおりま

す。そのため、これらの前提が変わることにより、その見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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12　セグメント情報

以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、当社のマ

ネジメントによって定期的に使用されているものです。マネジメントは、セグメントの業績評価や経営資源の配分を行

うため、様々な分析を行っております。

 

地域別セグメント

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間の当社グループのオペレーティング・セグメントは日本

グループ、欧州グループ、北米グループ、アジアグループ、その他の地域グループより構成されております。

当社グループのセグメント情報は、経営上の最高意思決定者に報告される単位である本社および子会社の所在地別の

集計です。

本邦以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりです。

(１) 欧州……………ドイツ、英国、イタリア、フランス、フィンランド

(２) 北米……………米国、カナダ

(３) アジア…………中国、タイ

(４) その他の地域…オーストラリア、ブラジル、アラブ首長国連邦

当社は、全てのオペレーティング・セグメントの業績を米国で一般に公正妥当と認められた会計基準により評価して

おります。各セグメントの営業利益の算出方法は、連結損益計算書における営業利益の算出方法と一致しており、受取

利息及び配当金、支払利息、為替差損益、および有価証券実現損益などを含みません。各セグメントの総資産は所在地

別の集計です。

セグメント情報における会計処理基準は、当社の連結財務諸表における会計処理基準と一致しております。セグメン

ト間の製品等の販売価格その他の販売条件については、市場実勢を勘案し協議の上で決定しております。

　消去又は全社の項目は、セグメント間取引の金額、セグメント間債権債務の金額、およびセグメント間取引に係る未

実現利益の消去金額を含みます。

当社グループは、電動工具等を製造・販売しております。当社オペレーティング・セグメントの収益は、実質的に全

て、電動工具等の製品、部品の販売、および修理によるものです。
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前第１四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日　至　2016年６月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

22,659 43,306 16,442 5,616 13,253 101,276 - 101,276

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

17,594 1,024 754 40,886 30 60,288 △60,288 -

計 40,253 44,330 17,196 46,502 13,283 161,564 △60,288 101,276

　　営業費用 36,572 40,576 16,703 40,264 12,661 146,776 △63,556 83,220

　　営業利益 3,681 3,754 493 6,238 622 14,788 3,268 18,056

　　営業外損益 - - - - - - - 485

　　 税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 18,541

長期性資産 37,969 19,695 2,362 21,009 5,957 86,992 △264 86,728

総資産 268,544 171,140 40,874 152,836 57,201 690,595 △177,404 513,191

設備投資 421 371 101 866 61 1,820 33 1,853

減価償却費 669 471 108 881 99 2,228 △20 2,208
 

 

当第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日　至　2017年６月30日)

 
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高         

 (１) 外部顧客に対する
　 　 売上高

25,379 48,425 17,450 6,235 15,575 113,064 - 113,064

 (２) セグメント間の内部
　 　売上高又は振替高

47,346 1,166 1,154 48,673 70 98,409 △98,409 -

計 72,725 49,591  18,604 54,908  15,645 211,473  △98,409 113,064

　　営業費用 64,105 45,466 17,983 49,577 14,635 191,766 △96,950 94,816

　　営業利益 8,620 4,125 621 5,331 1,010 19,707 △1,459 18,248

　　営業外損益 - - - - - - - 741

　　 税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 18,989

長期性資産 38,350 23,595  4,674 24,163  6,967 97,749  △253 97,496

総資産 350,026 202,810 54,892 147,138  71,507 826,373 △221,738 604,635

設備投資 941  1,057 219  1,358 126  3,701 6  3,707

減価償却費 710 455 141 926 113 2,345 △21  2,324
 

前第１四半期連結累計期間および当第１四半期連結累計期間において、連結売上高の10%以上を占める重要な単一顧客

はありません。
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13　１株当たり情報

基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益および希薄化後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益の計

算は下記のとおりです。

 

１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

 

前第１四半期連結累計期間

(自　2016年４月１日

 至　2016年６月30日)  

当第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日

 至　2017年６月30日)

当社株主に帰属する

四半期純利益
13,225百万円  13,336百万円

加重平均普通株式数 271,466,278株 271,460,148株

希薄化効果：

 ストック・オプション
13,996株 27,632株

希薄化後加重平均普通株式数 271,480,274株 271,487,780株

基本的１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益
48.7円 49.1円

希薄化後１株当たり当社株主に帰属す
る四半期純利益

48.7円 49.1円

    
 

   （注）当社は、2017年4月1日付で普通株式1株につき2株の株式分割を行っております。前第１四半期連結

　　　 累計期間の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、「基本的1株当たり当社株主に帰属する四

      半期純利益」及び「希薄化後1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益」を算定しております。

 
14　後発事象

該当事項はありません。

　なお、当社は、後発事象の評価を四半期連結財務諸表の発行日である2017年８月８日まで実施しております。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

2017年８月８日

株式会社マキタ

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　　    森　本　泰　行

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　　    川　口　真　樹

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マキタ

の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2017年４月１日から2017年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び四半期連結財務諸表に関する注記事項について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」附則第４条の規定により米国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して、株式会社マキタ及び連結子会社の

2017年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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